


日頃直面する問題や疑問の生じやすい事柄について基本解説と約600のQ&Aでズバリ解説！ 

内容見本（縮小） 

実際の場面を想定し
た設問ですばやく問
題が解決できます。 
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「解説」や「A」に至
る前提や類似の内容
への応用ができるよ
う要点をまとめてい
ます。 
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必要に応じて「A」や「解説」
に関する裁判例等を登載し
ています。 
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「Q」に対する答えを
簡潔にわかりやすく
まとめています。 
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「A」や「解説」の根拠とな
る法令等を条文の見出しを
つけて記述しています。 
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トラブル等を未然に防
ぐための予防（戦略）
法務についても説明
しています。 
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「A」に至る経緯や詳
細な内容が具体的に
理解できるようにやさ
しく記述しています。 
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内容構成（抜粋） 
 
 
 
 
 
 
 
序編　会社法の構造解説 

　基本解説 
Ⅰ　会社法の基本構造 
Ⅱ　株式会社の法務 
Ⅲ　特例有限会社の法務　 
Ⅳ　持分会社の法務　 
　 
第１編　取締役の法務 

　基本解説 

Ⅰ　取締役の資格　 
○欠格者を取締役に選任してしまった場合どうなるか 
○会社（法人）は取締役になれるか 
○刑事罰を受けると取締役の資格はどうなるか 
○定款で取締役の資格を制限できるか 
Ⅱ　取締役の選任・退任 
○取締役の選任決議に条件や期限が付けられるか 
○取締役の選任の登記に就任承諾書はなぜ必要か 
○取締役辞任の効力はいつ発生するのか 
○取締役が任期途中で解任された場合で会社に損害
賠償の請求ができるのはどんな場合か 
○社外取締役の独立性の判断 
Ⅲ　取締役の任期および員数 
○営業年度を変更した会社の取締役の任期は 
○任期途中で辞任した取締役の後任取締役の任期は 
Ⅳ　取締役の責任 
○取締役が在任中，同業種の新会社を設立すべく従業
員に新会社への参加を勧誘することは 
○非常勤取締役の責任は 
○社外取締役の責任は 
○名目的取締役の代表取締役に対する監視義務は 
○会社に損害が発生するおそれのある場合、取締役の
監査役に対する報告義務は 
○会社の企業秘密を漏らしたら取締役はどのような責
任を負うか 
○利益供与に関する取締役の責任は 
○子会社等の救済を目的とする融資や取引について取
締役はどのような責任を負うか 
○取締役本人が行ったセクハラで訴えられた場合は 
○出向役員の出向元会社，出向先会社に対する契約，
責任，指揮命令関係はどうなるか 
○DIP型会社更生になった場合の取締役の責任 
○自社の商品につき景表法違反が問われた場合として
どのような事例があるか。また，役員はどのような責任を
負うか 
○フランチャイザーの取締役はフランチャイジーの経営
指導につき責任があるか 
Ⅴ　代表訴訟　 
○会社の顧問弁護士が代表訴訟の被告取締役の訴
訟代理人になれるか 
○業務執行にかかわらなかった取締役に対する代表訴
訟の提訴は 
○代表訴訟等に対する会社や他の株主の参加の手段
は 
○代表訴訟の被告取締役を被告とする別の株主から

の代表訴訟の提起は適法か 
○株主代表訴訟の対象となる「取締役の責任」には，会
社との取引により負担した債務についての責任も含ま
れるか 
○役員賠償責任保険の保険料を会社が負担できるか 
○取締役の責任軽減と相続人の責任 
Ⅴの2　株主総会対策 
○取締役の説明義務は 
○事業報告の作成は 
○会計監査人の監査意見不表明があった場合，株主
総会の開催はできるか 
Ⅵ　競業取引 
○競業取引について取締役会に開示すべき「重要なる
事実」の範囲は 
Ⅶ　自己取引 
○会社が第三者から借入れをする際に，取締役が保証
人となる行為は，会社法356条の取引に当たるか 
○取締役は，従業員当時より会社から借りている社宅を
引き続き借りることができるか 
○代表取締役の所有地を会社が借りているが，賃料増
額に当たって株主総会（取締役会）の承認が必要か 
○100パーセント子会社との取引は自己取引に当たるか 
Ⅷ　取締役の報酬等 
○取締役死亡弔慰金支払について株主総会決議は必
要か 
○会社が退職慰労金支払の決議をしない場合取締役
はどうすればよいか 
○取締役の生命保険料の会社による支払は報酬となる
か 
○取締役の退職慰労金を取締役会で内規基準額より
減額できるか 
○代表取締役社長を解任された取締役の報酬や退職
慰労金を減額したり支給しないことができるか 
○定款の定めも総会決議もない場合取締役報酬の支
払はできないか 
Ⅸ　種類株主により選任された取締役 
　 
第２編　取締役会の法務 

　基本解説 

Ⅰ　取締役会の招集手続 
○定款に定めた招集権者以外の取締役による取締役
会の招集は 
○取締役会の招集通知に記載すべき内容は 
Ⅱ　取締役会の議事手続 
○特別利害関係のある取締役がいる場合における取
締役会の定足数の計算は 
○取締役会に出席した監査役に議決権はあるか 
○取締役会に電話会議により参加できるか 
Ⅲ　取締役会の決議・報告事項　 
○取締役会の権限の他の機関への移譲,また取締役会
決議を省略することはできるか 
○取締役の担当職務を定めたり,これを異動する場合も
取締役会決議を要するか 
○会社法上,取締役会の決議事項とされている「重要な
使用人」とは 
○取締役会決議をもって子会社から自己株式を買い受
けることができるか 
Ⅳ　取締役会議事録 
○取締役会の中途出席・中途退席者がある場合,取締
役会議事録にどのように記載すべきか 
○取締役の自己取引承認決議など特別利害関係人が
いる場合の取締役会議事録の記載方法は 

○取締役会議事録の閲覧・謄写請求があった場合，秘
密にしたい部分の開示を拒めるか 
Ⅴ　特別利害関係 
○取締役会決議の特別利害関係人は議長になれるか 
○取締役会において代表取締役の解任が議題となっ
た場合,その代表取締役は特別利害関係人に当たる
か 
○取締役会に出席する監査役について特別利害関係
が問題となるか 
Ⅵ　特別取締役　 
○特別取締役の資格・任期・責任等は通常の取締役と
異なるのか 
Ⅶ　内部統制　 
○コーポレート・ガバナンスに関する情報開示とは 
○大会社は内部統制システムについて何を取締役会で
決定しないといけないのか 
○社内通報制度（内部告発制度）を設置しないと,取締
役としての善管注意義務違反になるのか 
Ⅷ　企業防衛　 
○株式公開買付けに関する意見表明と取締役の責任 
○第三者割当増資を中止する場合の注意点 
○株式の相互持ち合いにつき批判がある場合，従業員
持株会を設けることは適切か 
Ⅷの2　企業再編 
○合併に際し,存続会社の株式以外に合併の対価とで
きるものは何か 
○企業買収のためTOBを行う際に留意すべき事項は 
Ⅸ　その他　 
○取締役会活性化のための具体的方法 
○経営会議の役割は何か 
○取締役会規則で,取締役会の招集通知の省略を定
めることができるか 
　 
第３編　代表取締役の法務 

　基本解説 

Ⅰ　代表取締役の地位 
○グループ会社の代表取締役を兼任することは許され
るか 
○代表取締役が欠け，後任が決められない場合は 
○社長が突然解任されることはあるか 
Ⅱ　代表取締役の権限 
○代表取締役が取締役会に諮らずに行った取引の効
力は 
○代表取締役に対して会社が訴訟を提起する場合の
会社の代表者は 

Ⅲ　表見代表　 
○代表権のない取締役が，勝手に会社名義で約束手
形を振り出した場合,会社は責任を負うか 
○相談役,会社顧問,取締役会長などは表見代表取締
役になるか 
○支店長に専務取締役の名刺を持たせた場合の会社
の責任は 
○下請業者に専務取締役の名称の使用を許諾してい
た会社は，その者がなした契約について責任を負うか 
Ⅳ　代表取締役の義務・責任　 
○代表取締役は他の取締役の業務執行上のミスを見
逃したら責任を負うか 
○経営状況が悪化した会社が商品を仕入れた後に倒
産した場合,代表取締役は責任を負うか 
○有価証券報告書の提出期限までに提出しなかった
場合の代表取締役の責任 
Ⅴ　取締役会非設置会社の取締役の地位 
○取締役会非設置会社の代表取締役,取締役の権利･
義務・責任は,取締役会設置会社の場合とどう違うか 
　 
第４編　監査役・監査役会の法務 

　基本解説 

Ⅰ　監査役の地位 
○社外監査役とは 
Ⅱ　監査役の権限 
○監査役の権限を会計監査権限に限定できる場合と
は　 
○監査役が取締役等に事業の報告を求めたが，取締
役等が協力しないときは 
○監査役は子会社を調査することができるか 
Ⅲ　監査役の義務・責任　 
○常勤監査役と非常勤監査役の権限・義務に差異は
あるか 
○社外監査役とそれ以外の監査役との権限・義務の差
異 
○公認会計士が会計監査を行っている場合の監査役
の役割は 
○株主から責任追及訴訟の提起を求められた場合の

監査役の対応 
Ⅳ　監査役会 
　 
第５編　会計監査人・会計参与の法務 

　基本解説 

Ⅰ　会計監査人の地位 
Ⅱ　会計監査人の権限 
Ⅲ　会計監査人の義務・責任 
Ⅳ　会計参与の地位　 
Ⅴ　会計参与の権限　 
Ⅵ　会計参与の義務・権限　 
　 
第６編　委員会設置会社の法務 

　基本解説 

Ⅰ　移行手続 
Ⅱ　委員会設置会社における委員会　 
Ⅲ　執行役の地位　 
Ⅳ　代表執行役の地位　 
　 
第７編　執行役員の法務 

　基本解説 

Ⅰ　制度導入の留意点 
Ⅱ　執行役員の地位　 
Ⅲ　執行役員の責任 
 
第８編　役員の刑事責任 

　基本解説 

Ⅰ　会社法をめぐる刑事責任 
○代表取締役が取締役会の承認を受けずに子会社の
多額の借財につき保証をした場合の責任は 
○会社役員が目的の範囲外の投機取引をして会社に
損害を生じさせた場合の責任は 
○総会屋が会社に利益供与を要求した場合,総会屋は
刑事責任を負うか 
○会社乗っ取りグループから株式を買い戻すための工
作を依頼し,金員を交付した取締役の責任は 

Ⅱ　刑法をめぐる刑事責任 
○取締役がその担当していた業務上のノウハウを無
断で持ち出しコピーした場合の責任は 

Ⅲ　その他の法律をめぐる刑事責任 
○会社の業務上発生した各種事故について，会社自体
が刑事責任を問われる両罰規定とは 
○取引先から内部情報を聞き，その会社の株を購入す
ることはインサイダー取引に当たるか 
○廃液処理施設を設置しないで，工場廃液を流してい
た責任は 
○不法就労となる外国人を雇用することに問題はない
か 
　 
第９編　役員の税務 

　基本解説 

Ⅰ　役員給与等（役員給与、役員賞与、役員退職金） 
○相談役,参与,顧問の給与は役員給与に当たるか 
○役員退職金を積立金から支給したときは 
○ストック・オプションに対する課税 
○オーナー会社の役員給与の損金算入にかかる制限
規定の創設 
○執行役員に対する給与の損金不算入 
○業績悪化に伴い役員等の給与等を減額した場合の
取扱い 

Ⅱ　役員への経済的利益の供与 
○役員を被保険者とする保険の保険料を会社が負担
した場合は 
○役員に対して会社資産を時価よりも低い価額で譲渡
したときは 
○同族会社の新株引受権の贈与 
Ⅲ　役員賞与と交際費課税 
○社長就任披露パーティーの費用の取扱いは 
○役員のみを対象とする慰安旅行の費用は,福利厚生
費としてよいか 
Ⅳ　会社と役員の間の金銭賃借の税務　 
○役員に対する低利での金銭の貸付けについて 
Ⅴ　会社と役員の間の土地建物の賃借に関する税
務　 
○役員への低賃貸料による住宅の貸付けについて 
○いわゆる豪華な役員社宅の適正賃貸料 
Ⅵ　その他　 
 

※内容構成は変更することがあります。 
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第１編　取締役の法務 

　基本解説 

Ⅰ　取締役の資格　 
○欠格者を取締役に選任してしまった場合どうなるか 
○会社（法人）は取締役になれるか 
○刑事罰を受けると取締役の資格はどうなるか 
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○取締役が任期途中で解任された場合で会社に損害
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Ⅳ　取締役の責任 
○取締役が在任中，同業種の新会社を設立すべく従業
員に新会社への参加を勧誘することは 
○非常勤取締役の責任は 
○社外取締役の責任は 
○名目的取締役の代表取締役に対する監視義務は 
○会社に損害が発生するおそれのある場合、取締役の
監査役に対する報告義務は 
○会社の企業秘密を漏らしたら取締役はどのような責
任を負うか 
○利益供与に関する取締役の責任は 
○子会社等の救済を目的とする融資や取引について取
締役はどのような責任を負うか 
○取締役本人が行ったセクハラで訴えられた場合は 
○出向役員の出向元会社，出向先会社に対する契約，
責任，指揮命令関係はどうなるか 
○DIP型会社更生になった場合の取締役の責任 
○自社の商品につき景表法違反が問われた場合として
どのような事例があるか。また，役員はどのような責任を
負うか 
○フランチャイザーの取締役はフランチャイジーの経営
指導につき責任があるか 
Ⅴ　代表訴訟　 
○会社の顧問弁護士が代表訴訟の被告取締役の訴
訟代理人になれるか 
○業務執行にかかわらなかった取締役に対する代表訴
訟の提訴は 
○代表訴訟等に対する会社や他の株主の参加の手段
は 
○代表訴訟の被告取締役を被告とする別の株主から

の代表訴訟の提起は適法か 
○株主代表訴訟の対象となる「取締役の責任」には，会
社との取引により負担した債務についての責任も含ま
れるか 
○役員賠償責任保険の保険料を会社が負担できるか 
○取締役の責任軽減と相続人の責任 
Ⅴの2　株主総会対策 
○取締役の説明義務は 
○事業報告の作成は 
○会計監査人の監査意見不表明があった場合，株主
総会の開催はできるか 
Ⅵ　競業取引 
○競業取引について取締役会に開示すべき「重要なる
事実」の範囲は 
Ⅶ　自己取引 
○会社が第三者から借入れをする際に，取締役が保証
人となる行為は，会社法356条の取引に当たるか 
○取締役は，従業員当時より会社から借りている社宅を
引き続き借りることができるか 
○代表取締役の所有地を会社が借りているが，賃料増
額に当たって株主総会（取締役会）の承認が必要か 
○100パーセント子会社との取引は自己取引に当たるか 
Ⅷ　取締役の報酬等 
○取締役死亡弔慰金支払について株主総会決議は必
要か 
○会社が退職慰労金支払の決議をしない場合取締役
はどうすればよいか 
○取締役の生命保険料の会社による支払は報酬となる
か 
○取締役の退職慰労金を取締役会で内規基準額より
減額できるか 
○代表取締役社長を解任された取締役の報酬や退職
慰労金を減額したり支給しないことができるか 
○定款の定めも総会決議もない場合取締役報酬の支
払はできないか 
Ⅸ　種類株主により選任された取締役 
　 
第２編　取締役会の法務 

　基本解説 

Ⅰ　取締役会の招集手続 
○定款に定めた招集権者以外の取締役による取締役
会の招集は 
○取締役会の招集通知に記載すべき内容は 
Ⅱ　取締役会の議事手続 
○特別利害関係のある取締役がいる場合における取
締役会の定足数の計算は 
○取締役会に出席した監査役に議決権はあるか 
○取締役会に電話会議により参加できるか 
Ⅲ　取締役会の決議・報告事項　 
○取締役会の権限の他の機関への移譲,また取締役会
決議を省略することはできるか 
○取締役の担当職務を定めたり,これを異動する場合も
取締役会決議を要するか 
○会社法上,取締役会の決議事項とされている「重要な
使用人」とは 
○取締役会決議をもって子会社から自己株式を買い受
けることができるか 
Ⅳ　取締役会議事録 
○取締役会の中途出席・中途退席者がある場合,取締
役会議事録にどのように記載すべきか 
○取締役の自己取引承認決議など特別利害関係人が
いる場合の取締役会議事録の記載方法は 

○取締役会議事録の閲覧・謄写請求があった場合，秘
密にしたい部分の開示を拒めるか 
Ⅴ　特別利害関係 
○取締役会決議の特別利害関係人は議長になれるか 
○取締役会において代表取締役の解任が議題となっ
た場合,その代表取締役は特別利害関係人に当たる
か 
○取締役会に出席する監査役について特別利害関係
が問題となるか 
Ⅵ　特別取締役　 
○特別取締役の資格・任期・責任等は通常の取締役と
異なるのか 
Ⅶ　内部統制　 
○コーポレート・ガバナンスに関する情報開示とは 
○大会社は内部統制システムについて何を取締役会で
決定しないといけないのか 
○社内通報制度（内部告発制度）を設置しないと,取締
役としての善管注意義務違反になるのか 
Ⅷ　企業防衛　 
○株式公開買付けに関する意見表明と取締役の責任 
○第三者割当増資を中止する場合の注意点 
○株式の相互持ち合いにつき批判がある場合，従業員
持株会を設けることは適切か 
Ⅷの2　企業再編 
○合併に際し,存続会社の株式以外に合併の対価とで
きるものは何か 
○企業買収のためTOBを行う際に留意すべき事項は 
Ⅸ　その他　 
○取締役会活性化のための具体的方法 
○経営会議の役割は何か 
○取締役会規則で,取締役会の招集通知の省略を定
めることができるか 
　 
第３編　代表取締役の法務 

　基本解説 

Ⅰ　代表取締役の地位 
○グループ会社の代表取締役を兼任することは許され
るか 
○代表取締役が欠け，後任が決められない場合は 
○社長が突然解任されることはあるか 
Ⅱ　代表取締役の権限 
○代表取締役が取締役会に諮らずに行った取引の効
力は 
○代表取締役に対して会社が訴訟を提起する場合の
会社の代表者は 

Ⅲ　表見代表　 
○代表権のない取締役が，勝手に会社名義で約束手
形を振り出した場合,会社は責任を負うか 
○相談役,会社顧問,取締役会長などは表見代表取締
役になるか 
○支店長に専務取締役の名刺を持たせた場合の会社
の責任は 
○下請業者に専務取締役の名称の使用を許諾してい
た会社は，その者がなした契約について責任を負うか 
Ⅳ　代表取締役の義務・責任　 
○代表取締役は他の取締役の業務執行上のミスを見
逃したら責任を負うか 
○経営状況が悪化した会社が商品を仕入れた後に倒
産した場合,代表取締役は責任を負うか 
○有価証券報告書の提出期限までに提出しなかった
場合の代表取締役の責任 
Ⅴ　取締役会非設置会社の取締役の地位 
○取締役会非設置会社の代表取締役,取締役の権利･
義務・責任は,取締役会設置会社の場合とどう違うか 
　 
第４編　監査役・監査役会の法務 

　基本解説 

Ⅰ　監査役の地位 
○社外監査役とは 
Ⅱ　監査役の権限 
○監査役の権限を会計監査権限に限定できる場合と
は　 
○監査役が取締役等に事業の報告を求めたが，取締
役等が協力しないときは 
○監査役は子会社を調査することができるか 
Ⅲ　監査役の義務・責任　 
○常勤監査役と非常勤監査役の権限・義務に差異は
あるか 
○社外監査役とそれ以外の監査役との権限・義務の差
異 
○公認会計士が会計監査を行っている場合の監査役
の役割は 
○株主から責任追及訴訟の提起を求められた場合の

監査役の対応 
Ⅳ　監査役会 
　 
第５編　会計監査人・会計参与の法務 

　基本解説 

Ⅰ　会計監査人の地位 
Ⅱ　会計監査人の権限 
Ⅲ　会計監査人の義務・責任 
Ⅳ　会計参与の地位　 
Ⅴ　会計参与の権限　 
Ⅵ　会計参与の義務・権限　 
　 
第６編　委員会設置会社の法務 

　基本解説 

Ⅰ　移行手続 
Ⅱ　委員会設置会社における委員会　 
Ⅲ　執行役の地位　 
Ⅳ　代表執行役の地位　 
　 
第７編　執行役員の法務 

　基本解説 

Ⅰ　制度導入の留意点 
Ⅱ　執行役員の地位　 
Ⅲ　執行役員の責任 
 
第８編　役員の刑事責任 

　基本解説 

Ⅰ　会社法をめぐる刑事責任 
○代表取締役が取締役会の承認を受けずに子会社の
多額の借財につき保証をした場合の責任は 
○会社役員が目的の範囲外の投機取引をして会社に
損害を生じさせた場合の責任は 
○総会屋が会社に利益供与を要求した場合,総会屋は
刑事責任を負うか 
○会社乗っ取りグループから株式を買い戻すための工
作を依頼し,金員を交付した取締役の責任は 

Ⅱ　刑法をめぐる刑事責任 
○取締役がその担当していた業務上のノウハウを無
断で持ち出しコピーした場合の責任は 

Ⅲ　その他の法律をめぐる刑事責任 
○会社の業務上発生した各種事故について，会社自体
が刑事責任を問われる両罰規定とは 
○取引先から内部情報を聞き，その会社の株を購入す
ることはインサイダー取引に当たるか 
○廃液処理施設を設置しないで，工場廃液を流してい
た責任は 
○不法就労となる外国人を雇用することに問題はない
か 
　 
第９編　役員の税務 

　基本解説 

Ⅰ　役員給与等（役員給与、役員賞与、役員退職金） 
○相談役,参与,顧問の給与は役員給与に当たるか 
○役員退職金を積立金から支給したときは 
○ストック・オプションに対する課税 
○オーナー会社の役員給与の損金算入にかかる制限
規定の創設 
○執行役員に対する給与の損金不算入 
○業績悪化に伴い役員等の給与等を減額した場合の
取扱い 

Ⅱ　役員への経済的利益の供与 
○役員を被保険者とする保険の保険料を会社が負担
した場合は 
○役員に対して会社資産を時価よりも低い価額で譲渡
したときは 
○同族会社の新株引受権の贈与 
Ⅲ　役員賞与と交際費課税 
○社長就任披露パーティーの費用の取扱いは 
○役員のみを対象とする慰安旅行の費用は,福利厚生
費としてよいか 
Ⅳ　会社と役員の間の金銭賃借の税務　 
○役員に対する低利での金銭の貸付けについて 
Ⅴ　会社と役員の間の土地建物の賃借に関する税
務　 
○役員への低賃貸料による住宅の貸付けについて 
○いわゆる豪華な役員社宅の適正賃貸料 
Ⅵ　その他　 
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